
平成２７年度第３四半期 
 
  退職等年金給付積立金 運用状況（地方公務員共済）    



平成２７年度第３四半期運用状況の概要 
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  平成26年度 
平成27年度 

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 年度 

 資産残高 
  
  

             654            654 

 実現収益率 
  
  

    0.05% 0.05% 

 実現収益額 
  
  

               0              0 

（億円） 

※ 年金積立金は長期的な運用を行うものであり、その運用状況も長期的に判断することが必要ですが、情報公開を徹底する観点から、 
 四半期ごとに運用状況の公表を行うものです。 
 
（注） 収益率及び収益額は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 

○ 第３四半期末の運用資産額は、６５４億円となりました。 
 
○ 第３四半期の実現収益は、 運用を開始した時期のため利息収入が少なく、実現収益額は＋０億円（＋約１，７００万
円）、実現収益率（期間率）は＋０．０５％となりました。 

○ 退職等年金給付積立金の運用について、国債利回り等に連動する形で給付水準を決めるキャッシュバランス型年金の 
  特性を踏まえ、退職等年金給付事業の運営の安定に資することを目的として行います。 
 
○ 制度発足当初は積立金が存在しない状態から始まっていることから、当面、基本ポートフォリオを構成する資産区分 
  については、国内債券のみとしています。 

退職等年金給付積立金の運用について 

退職等年金給付積立金（地共済） 



資産状況 
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平成26年度 平成27年度 

簿価 
（時価） 

構成比 
第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 

簿価 
（時価） 

構成比 
簿価 

（時価） 
構成比 

簿価 
（時価） 

構成比 
簿価 

（時価） 
構成比 

国内債券 
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

      287 
      (288) 

 43.83% 
 

  
  

  
  

短期資産 
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

      367  
      (367) 

 56.17% 
 

  
  

  
  

合計 
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

      654 
      (655)  

  
100.00% 

 

  
  

  
  

（億円） 

（注１） 数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも 
    一致しません。 
（注２）  共済独自資産（不動産及び貸付金）については、国内債券に 
    含めています。 

平成２７年度第３四半期 運用資産別の構成割合 

国内債券 
43.83% 

短期資産 
56.17% 
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収益率の状況 
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  平成２６年度 
平成２７年度 

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度 

実現収益率 0.05% 0.05% 

（注） 収益率は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 

収益額の状況 

（億円） 

  平成２６年度 
平成２７年度 

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度 

実現収益額 
（総合収益額） 

           0 
           (1) 

           0 
           (1) 

（注） 収益額は、当該期間中に精算された運用手数料等を控除したものです。 

退職等年金給付積立金（地共済） 



平成２７年第３四半期運用環境 
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【国内債券市場の動き（１０月～１２月）】 
 10年国債利回りは、日銀の追加金融緩和への期待を背景に、低下（債券価格は上昇）しました。 

○参考指標

H27年9月末 H27年10月末 H27年11月末 H27年12月末

国内債券 （10年国債利回り） (%) 0.36 0.31 0.31 0.27

【１０年国債利回りの推移（平成２７年度 第３四半期）】 
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用語解説（５０音順） 
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○ 基本ポートフォリオ 
  統計的な手法により定めた、最も適格と考えられる資産構成比（時価ベース）。 
 
○ 総合収益額 
   実現収益額に加え資産の時価評価による評価損益を加味することにより、時価に基づく収益把握を行ったものです。 
   
  （計算式） 総合収益額 = 売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）+ 評価損益増 
         減（当期末評価損益 - 前期末評価損益） 
 
○ 退職等年金給付積立金 
  被用者年金一元化後、各共済組合、市町村連合会（以下「共済組合等」という。）が年金払い退職給付のため積立
を開始し、管理運用している退職等年金給付組合積立金と、地方公務員共済組合連合会が各共済組合等の年金払い給
付が不足した場合に必要な額を交付するためなどに積立てを開始する退職等年金給付調整積立金を合せた積立金。な
お、平成27年度第３四半期においては、退職等年金給付調整積立金の積立は開始されていないため、各共済組合等の
退職等年金給付組合積立金の合算を算出している。 
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